











と労働者との所得格差を拡大する仕組み（ピケティの r ＞ g）をもっているが、先進諸国では、す
でに利子率と経済成長率がゼロ水準となり、利潤率も 2％以下に低下しつつある。さらに AI が
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〈Abstract〉
　This paper is to study the impact of rapid development of AI（artificial intelligence） to the 
economy. Already interest rate and economic growth rate becomes 0%, rate of profit also has 
fallen to less than 2%. And moreover by labor alternative by AI, the majority of the working 
population will be unemployed. Capitalist economy is already in the end state. Post-Capitalism 
is different from “Socialism of 20th century”, is “Socialism of the ideal” in which the guarantee of 
human rights, and the practice of the basic income and the planned economy by AI, and the 
stationary state of the economic growth, will be carried out. AI is a technical foundation for 
































































を生み出すのではないかと懸念されている。表 1 － 1 は、601 種類の職業 3）を対象に、野村
















　ところで、東京大学医科学研究所が、2016 年 8 月 4 日、同研究所の AI「ワトソン」が、
専門医でも発見できなかった特異な白血病の病名を 10 分ほどで見抜き、患者の生命を救っ
たと発表した。ワトソンは IBM が開発した自然言語を理解する質問応答・意思決定支援シ















































であろうか。2016 年 1 月現在の労働力人口は約 6669 万人（総務省統計局）、2030 年の予測労
働力人口は 6180 万人（厚生労働省）であるから、代替労働力人口比率を 49％とすると、代替








では、2015 年度から 2030 年度までの実質 GDP 成長率（年率）は＋0.8％、名目 GDP 成長率（年
率）は＋1.4％、賃金上昇率（年率）は＋2.2％で、2030 年度の名目 GDP は 624 兆円である。こ
れに対して「変革シナリオ」では、それぞれ＋2.0％、＋3.5％、＋3.7％、846 兆円であると
試算している。そのうえで 2015 年度に対する 2030 年度の就業構造の変化については、表 1





かもこれは 15 年後の 2030 年度までの推計値である。AI・ロボットの能力は指数関数的に
表 1 － 2　2015 年度に対する 2030 年度の就業構造の変化
出所：経済産業省『新産業構造ビジョン（中間整理）』
職業 内容等 現状放置シナリオ 変革シナリオ
上部工程 経営戦略担当・研究開発者等 － 136 万人 ＋ 96 万人
製造・調達 製造ライン工員・調達管理部門等 － 262 万人 － 297 万人
営業販売① 高度なコンサルティング機能等 － 62 万人 ＋ 114 万人
営業販売② 低額・定型型の販売員等 － 62 万人 － 68 万人
サービス① 高度な接客、介護者等 － 6 万人 ＋ 179 万人
サービス② 一般の店員、コールセンター等 ＋ 23 万人 － 51 万人
IT 業務 IoT 導入支援、IT セキュリティ担当等 － 3 万人 ＋ 45 万人
バックオフィス 経理・人事・データ入力担当等 － 145 万人 － 143 万人
その他 建設作業員等 － 82 万人 － 37 万人
合計 － 735 万人 － 161 万人
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発展しており、さらに 15 年後の 2045 年度までには、あらゆる職業・職種で AI・ロボット
よる労働代替が急速に進み、労働力人口の劇的な減少が起こる可能性がきわめて高い。井上
智洋（2016）は、汎用 AI が開発される 2030 年以後、2045 年頃までには、高度なクリエイティ
ブ系・マネジメント系・ホスピタリティ系の職業に従事できる人々しか職につくことができ

































4 ～ 5% であるのに対して、経済成長率（g）は 1％～ 1.5％であることから、資本 12）によって
得られる富の方が、労働によって得られる富 13）よりも速く蓄積し、しかも資産家は相続によっ
て富を継承することから、資産家と労働者との所得格差は拡大する傾向にあることを明らか
にした。ピケティはこの r ＞ g を「格差拡大の根本的な力」であり、「資本主義の根本的な
構造矛盾」であって、「私の結論全体の論理を総括している不等式」14）と呼んでいる。
　ただし、ピケティによれば 1914 ～ 45 年は 2 つの世界大戦等による資本収益率の低下によっ
て、1945 ～ 70 年は高度経済成長によって一時的に r ≦ g に逆転した状況が生まれ、相対的
に所得格差が縮小して中産階級が広く形成された。しかし、1970 年代後半から低経済成長
期に入って r ＞ g の状況に戻り、再び格差が拡大している。現在は中産階級が没落しつつあ
り、富裕層が相続によって富を蓄積する「世襲制資本主義」へ回帰しつつある、という。21




　ILO 報告 15）によれば、近年、労働分配率は低下し続けており、先進諸国平均で 1976 年の
74％から 2010 年には 63％まで低下した。とりわけ日本では労働市場の規制緩和等によって






国の長期金利（10 年国債の利回り）が低下し、日本では 1997 年に、アメリカ・イギリス・ド




資本主義が資本主義として機能していないという兆候です。」17）、「利子率 = 利潤率が 2％を
下回れば、資本側が得るものはほぼゼロです。そうした超低金利が 10 年を超えて続くと、
既存の経済・社会システムはもはや維持できません。」18）と述べている。
　水野も可能性を予測していたが、長期金利はその後も低下し続け、日本では 2016 年 2 月
9 日に－0.035％と史上初めてマイナス金利となった。2016 年 8 月 17 日現在の長期金利（10
年国債の利回り）は、日本が－0.085％、ドイツが－0.032％、スイスが－0.488％、フランス









は、｛表面利率（％）＋（100 円－購入価格）／償還期間（年）｝／購入価格× 100 で求められる。
例えば、10 年国債の購入価格が額面金額どおり 100 円で、表面利率（年率）が 1％であった場
合の満期日までの元利合計額は 110 円で、最終利回りは 1％である。この同じ国債の購入価









































均資本収益率を 4 ～ 5% と算定したが、日本企業の現在の資本収益率（総資本経常利益率）は
平均 2 ～ 3％と推定されている。仮に、長期国債の実質金利＝資本収益率を 2.5％とし、







いては 1 バレル 2 ～ 3 ドルの低価格で湯水のごとく使ってきた。しかし、1970 年代の石油
危機によって 1 バレル 35 ドル前後まで急騰し、さらに賃金と労働分配率が上昇したうえ、
労働力人口の停滞等も重なって先進諸国の高度経済成長は終焉した。この間に労働者の所得
は増加し、大型家電製品など耐久消費財も普及した。高度経済成長期は、ピケティにとって
は資本収益率（r）よりも経済成長率（g）の方が高い（r ≦ g）特異な時期であり、水野が「20 世
紀の『労働者の黄金時代』」20）と呼んだ絶頂期であり、日本の内閣府の『国民生活に関する世























































　BI の最初の提唱者はイギリスの哲学者トマス・ペインとされ、1797 年に、一律 15 ポン
ドをすべての国民に支給すべきと提案した。それ以来、生活保障のプログラムの一つとして
欧米ではたびたび議論の俎上にあがっていたが、近年、労働者の実質賃金が低下し続けてい
る社会不安から再び関心が高まっている。実際、スイスでは BI の導入について 2016 年 6 月
5 日に国民投票が行われ、フィンランド、オランダ、カナダでは社会実験が 2017 年に予定
されている。スイスにおける推進派の提案は、大人に対して毎月 2500 スイスフラン（日本円




























































































てみよう。前提として汎用 AI が開発・普及する 2045 年頃を想定し、先進資本主義国の最
後の姿を確認したうえで、「理想の社会主義国家」の初期状態を考える。
　第一に、汎用 AI とそれを搭載したロボット（スマートロボット）の普及によって、先進諸
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